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大型プロジェクトー自然エネルギー利用（国内・海外）の現状と将来一

海洋温度差発電
OceanThermalEnergyConversionSystem

梶 川 武 信 ＊

TakenobuKajikawa

洋洞摩霊発電システム

1．システムの分類と課題

海洋の表層(0～100m)の24～28℃（最大30℃）

と深層（水深600～1,000m)での4～7℃との間の温

度差を利用する海洋温度差発電システムの基本的構成

は図-1のように示される．この体系から分かるように

発電システムとそれを格納する海洋構造体システム，

並びに，それを取り巻く海洋環境（人力条件，環境ア

セスメント）とに大別され，これらが十分有機的に結

合してシステム化されることが必要である．同図では

例として，クローズドサイクル方式による発電，及び

海洋上に設置するプラントを想定している．同図のサ

ブシステムは発電システムの容量，電力利用の目的，

設置点条件などによって各種の形式に分けられる．例

えば，熱交換方式についていえば，シュル＆チューブ

形（横型，縦形)，シェル＆プレート型，及びプレート

フィン型等があり，海洋構造物については，洋上浮遊

型（船型，円盤型)，海中潜水型（船型，円盤型)，セ

ミサブ型，及び，着底型などに分けられる．このよう

に主要機器の形式の選択は，前述のように設置海域条

件（海象・気象，及び海底地形）等によって大きな巾

を持っているため，技術開発の的が絞りにくいという

特徴を海洋温度差発電システムの技術開発はかかえて

いるといえるであろう．発電システム技術と海洋構造

体技術とはかなり異質であり，技術開発アプローチに

は大きな違いがある．又，その要求はお互いに相反す

る場合も多い．例えば，海洋構造体側からは，冷水取

水等は小口径で短い方がよいが発電システム側から，

温度差を大きくとることや圧力損失の点から，大口径，

長尺の方向を要求する．海洋構造体の形は，発電シス

テムの構成機器の寸法，形状を規定する場合もある．

一方，海洋温度差エネルギーは，低エネルギー密度で

あるため，高度な設計を行い付随的損失や過剰設計を
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図－1海洋温度差発電システム

極力抑えることが不可欠である．このように，海洋温

度差発電技術は他のシステムに較べ，相互を十分考慮

したシステム化技術が重要となる．

技術開発主要課題とその特徴付けは，表1のように

まとめることが出来る．これは実用化される時点，す

なわち，社会への導入の準備の整った時点で，経済性，

安全性，信頼性，及び環境へのインパクトの最小化と

いう要因を満足していなければならない．海洋温度差

発電を構成する機器，各々は他の産業分野で多数使用

され，又，研究されており，その基本的な特性の把握

もなされており，原理的に不可能な技術はないといえ

る．又，海洋温度差発電技術に適用され固有な現象の

付け加わった特性についても，内外の研究機関におい

て，実験室規模や実海域ﾓデﾉ嘆競等が実施されてき

＊電子技術総合研究所エネルギー部海洋エネルギー研究室長

〒305茨城県新治郡桜村梅園1－1－4
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ギー中，最も安定的なエネルギー供給が可能であり，

有望な定常電力源として期待されうる．

②サンシャイン計画では，海洋温度差発電が，2000

年頃に実用化されることを目指し，最終的には，国内

電力系統への供給源として大型化が可能でかつ，立地

上の制約が少ない洋上設置型の開発を目指して，現在

基礎的研究開発を推進している.”

このような観点から，海洋温度差発電システム技術

を，発電技術，海洋構造物技術及び環境アセスメント

に分け，その中の最重点課題をとり出し，研究目標を

以下のように掲げている.2）

(1)発電システム

(i)海洋温度差発電システム全体の高性能化にかか

わる技術の確立を図る．

(ii)温度降下の小さい条件下での高効率熱交換技術

を確立する.

(ii)海洋環境における熱交換特性の技術的データを

収集する．

(ivl海洋環境が海洋温度差発電のシステムの要素，

特に熱交換に及ぼす影響を検討し，その問題点を

明確にすると共にその解決を図る．．

(2)海洋構造物

(i)具体的なシステム及び要素機器に関する技術課

題を検討し，開発を推進する．このために，海域

調査，海洋システムの研究，海洋構造物の開発，

発電システムについての調査研究を行う．

(1)深海係留索を開発し，その有効性を研究する．

(3)環境アセスメント

li)海洋温度差発電プラントの設置海域における温

度分布構造，賦存エネルギー量を把握すると共に，

取排水の挙動を水理実験によって明らかにし，発

電プラントの最適配置設計条件の決定資料を得

る．

このような研究課題に対し，国立研究機関3，大学

1，民間1，に研究開発費，委託費が出されて開発が

すすめられている．サンシャイン計画における海洋温

度差発電の研究開発のフェーズは，(1)予備的検討期

(S49～S51),(2)フィーザビリティ・スタディ(S52

~S54),(3)要素技術開発期(S55～）とすすんでき

ている．要素技術開発期では，実海域のパイロットプ

ラント(1,000kW級）に対するコンポーネントの主要

部分の開発がすすめられている.

発電システムについては，我が国近海での立地を考

えた場合には，温度差の変動が比較的大きく且つ得ら

技術開発課題の分類表1

ている．同表にまとめられたように今後の主題は，大

規模化の課題と共に，海洋特有の現象（即ち，生物汚

れ対策，海洋構造物と海象との相互関係，動揺や変動

と発電システムの関係，送電ケーブルの海中挙動など）

に結びついた課題へと移り，これらの究明により，経

済性を満し，信頼性ある技術への確立が目指されてい

る．

2．国内の開発動向

2.1サンシャイン計画の中での研究開発

通産省の新エネルギー技術開発プロジェクトとして

サンシャイン計画があり，海洋温度差発電技術につい

ても「総合研究」部門「新エネルギー技術の基礎的研

究開発」項目の中で，風力発電などと共にとりあげら

れている．

昭和58年8月にまとめられた，中間報告書「サンシ

ャイン計画の新たな展開について｣')によれば，海洋温

度差エネルギーの特徴とプロジェクトの位置付けは次

のように示されている．

‘①海洋は太陽エネルギーの広大なコレクターという

ことが出来，潜在資源量が膨大でかつ再生可能エネル

－ 3 2 －
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れる温度差が小さいなど，赤道直下の海域より厳しい

設計及び最適なシステム制御が要求される．それ故，

実海域条件を十分考慮に入れる高精度システム設計法

及び，最適な運転制御法の確立が必要である．実海域

では,複雑にからみ合った変動となるため，1つ1つ

の感度をあらかじめ陸上で分析し，過剰設計や不足設

計を避けることが必要である.S56年度に1kW級ET

L-OTEC－Ⅱを用いた定常特性実験，並びに1,000

kW級パイロットプラントの基本設計検討3)を行った後，

S57年度から電総研に温度及びに流量変動を個別的に

与えられる．OTECシミュレータが試作された．これ

を用いて，システムの各種変動に対する感度分析，動

特性検討がなされている4)．又，船体動揺に伴なう熱

伝達性能変化についても検討がすすめられている5)．

発電システムの中の主要コンポーネントである熱交

換器に関する研究については，高性能化，低コスト化

を目指して，電総研・佐賀大・中工試において研究が

すすめられている．蒸発伝熱面の高性能化として，径

の異なる金属繊維を組み合せることにより，任意の均

一的なリエントラントキャビティを形成させ，高性能

化のための形状因子を明らかにした6)．又，凝縮伝熱

面としては，より効果的に凝縮液の排除（ドレン）を

行わせたドレンガター付スパイラルダブルフィン管の

開発を行っている7)．フ・レート式熱交換器については，

実海水を使用した長期間連続運転実験により，その性

能特性を検討している2)．材料研究として，①熱交換

器系材料(Ti,Ni,Cu合金，アルミ合金，ステンレス

系）の耐海水性②熱交換器系材料の耐アンモニア性

③海水中での生物汚れ防止法，特にウィルスを用い生

物汚れの初期段階から防除する方式の基礎研究がすす

められている8)．以上の発電方式はすべて，クローズ

ドランキンサイクル方式に関するものであるが，新し

い発電方式として,S55年度より，熱電発電の研究が

開始されている.100kWの熱電発電機の概念設計が行

われ9),S56年度には100Wの発電モジュールがエン

振協に作られた．電総研でも同じく,S55年度より熱

電発電の研究を進め,30W発電モジュールを試作実験

し，現状技術に基づく海洋温度差発電システムの問題

点を明らかにした．S59年度より，熱電発電技術を海

洋温度差エネルギーばかりでなく，他の中低温域や高

温域の熱源にも適用することを考えた研究開発に発展

し，項目も独立した．

海洋構造物技術については，その設計の前提条件と

なる海域条件を明らかにすることが不可欠である．そ
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のため海域調査，及びその方法についての検討がなさ

れている．沖縄県粟国島周辺海域について,S55年予

備調査,S55年度に本格的調査として，水温・波浪・

海流・海底地形の調査が行われ,S58年度から海流の

長期観測が行われている．海洋構造物本体については，

潜水型構造物と冷水取水管の結合した状態での挙動を

検討するため，1/50スケールのモデルにより，水槽シ

ミュレーション実験がなされている．又,S59年度に

は，ジョイント部のモデルが試作され，強度・曲げ試

験の実験が実施されている'0).S57年度より四国試が

参加し，深海域でのテンション係留方式の1つとして

係留索をチェーンとゴム，及びスチールワイヤとゴム

の複合構造を有する索を提案した．係留中の挙動につ

いてのモデル実験や陸上での強度特性を把握するため

の静的引張りテスト，繰り返し引張り荷重疲労試験を

行っている．環境アセスメントは，調査研究と併行し

て,S56年度より中工試により温度構造の研究と冷排

水プリュームの挙動に関するモデル水槽テストが行わ

れている．サンシャイン計画における基本的なスケジ

ュールの展望としては，前出文献')で以下のように述

べられている．

"@S60年度を目途に熱交換器の高性能化，低コスト

化を重点に基礎的研究開発を推進すると共に，海洋構

造物の大型化，係留索の検討，取排水挙動の検討など，

周辺技術の開発を行う．また熱電素子にかかる基礎的

研究も当面並行的に行う．

②その後，高性能・低コストの熱交換器が開発され

た段階で，海洋温度差発電の実用化可能性に関して技

術的見通し，及び経済性を中心に充分な評価を行い，

その評価を踏まえて,1,000kW級パイロットプラントの

開発を行うことを検討する.”

2．2電力会社を中心とした研究開発

陸上設置型クローズドサイクル海洋温度差発電の実

海域実験が，東京電力・東電設計グループ（発電シス

テム；東芝，海洋構造物；清水建設）及び九州電力グ

ループ（発電システム；三菱重工，日阪製作所，神戸

製鋼，海洋構造物；東京久栄，飛島建設）によって行

われた．前者では，ナウル共和国に総出力100kW正味

設計出力11kWのパイロットプラントが,1981年8月か

ら約1年弱，実験がなされた'1)．金属粒子により多孔

質層を形成させたチタン管を蒸発器に，又フルテッド

管を凝縮器に用いた．作動流体は安全性の観点から，

フロン22が採用された．冷水は水深580mのところか

ら，外径750m，全長945mのポリエチレン製冷水取水

－33 －
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管により,1410t/h取水した．実験では，定格発電出

力100.5kW,正味出力14.9kW,最大出力試験では120kW

（20分間)正味出力31.5kWが得られている．実験期間

内に総発電量358,000kWh,発電時間410時間，起動停

止を155回等のデータを得ている．又，生物汚れにつ

いても実験を行ったが，温・冷水共に設計値より少な

い値であった．これらの成果を基に引き続き10MW程

度の実用化プラントの基本設計等を行い研究を継続し

ている．

後者は鹿児島より南西400kmにある徳之島に総出力

50kWの陸上設置型クローズドランキンサイクルハイブ

リッド型パイロ‘ツトプラントが建設された．1982年9

月～1984年8月の2ヶ年に亘り，実験が行われた'21

高温源として徳之島に既設の4,500Ⅷディーゼル発電

プラントのジャケットから排熱を利用し，40.5℃純50

t/hの熱を得ている．一方冷水は，水深360mより，

外径500m,全長2,400mのポリエチレン製取水管によ

り約500t/hを取水した．このためハイブリッド型と称

される．作動流体にはアンモニアが用いられた．チタ

ン製プレート式蒸発器，及びチタン製平滑管を用いた

水平型シェル＆チューブ凝縮器が用いられた．蒸発器

では2.91kW/㎡K,凝縮器では1J7kW/㎡K程度の性肖跡

得られている．1年間近くの長期間テストでは，両熱

交換器共に汚れにより10%程度の性能低下がみられて

いる等，貴重なデータが取得されている．大学では熱

伝達の高性能化という観点から，特に海洋温度差発電

用に限らず，多くの研究室で行われている．新しい発

電方式の研究として，オープンサイクルの変形である

ミストサイクルの基礎的研究が，東工大において実施

されている13).

3．海外における開発動向

3.1アメリカ

太陽エネルギー利用の一環として1973年以来他の自

然エネルギー利用の開発と共にすすめられているが，

立地点としてハワイ，プエルトルコ，フロリダ沖等本

土内のエネルギー資源に比べてエネルギー源に対する

寄与が余り多くないため全体の中でのウエイトはそれ

ほど高くない．

現在研究開発の流れは3つに大別出来よう．1つは，

クローズドサイクルに関するもので，これはほぼ成熟

期に達したとの認識から民間主導型への移行期にある．

具体的には，エネルギー省が40MWパイロットについ

ての募集を1979年頃から開始し，財政上の理由から当

エネルギー・資源

初は7システム併用検討という構想から2システムの

検討，時期も1982年5月からと縮少と遅延を余儀なく

された．GE社とOTCグループの2社が委託をうけ

1983年5月フェーズI(概念設計）を終了した.DO

Eでの総合評価の結果OTCグループの案が採用され，

フェーズⅡ（基本設計）へと移行し，1984年末に終了

した．現在フェーズⅢ（詳細設計）以後にすすむかど

うかの検討が行われている．フェーズⅢ以後は民間主

導で実施しなければならないためとフェーズの進行に

伴ない相当額(40MWパイロットプラント建設費とし

て360M$)の資金を必要とするため計画に遅れが出て

いる．現在提案されている40MWパイロットプラント

の主要仕様はフェーズの進行と共に見直し修正がなさ

れているので最終的姿でないが，以下のような仕様が

考えられている．設置点はハワイ州オアフ島ハワイ電

力のプラントのすぐ近くのカヘ岬の沖合550mの海中

に72m×82m高さ11.6mの海洋構造物を着底させ人工

島を作り，発電システムを格納する．冷水取水管は直

径8m長さ3,200mのFRP管で水深790mから取水す

る．正味発電出力は40MWで現在オアフ島電力消費の

5％に対応する容量である．総出力は49.2MWeで所

内動力の内訳は温水ポンプ2.03MW,冷水ポンプ6.12

MWアンモニア循環ポンプ0.93MW,その他0.12MW

と計画されている．図-2にスケジュールの概要を示し

た．第2の研究開発の流れは，ハワイ州政府の主導す

るもので海洋温度差発電を離島などの中小規模発電所

と位置付け，最終的には海洋温度差発電をエネルギー

源としたトータルシステム(OTECコミュニティと呼

ばれる）を作り上げるというものである．ハワイ州政

府は1979年8月にミニオテックというアンモニアを作

動流体とするクローズドサイクルで50剛出力(正味出

力15M)のデモストレーションをロッキード社デリン

ガム社等の民間と協力して実現するなど海洋温度差発

電の実用化に活発な活動をしてきている．又，ハイテ

ク研究のための国際センター(PICHTR)の構想を打

198211983 1984 l鯛5 1銘6～

12ケ月
』 △

フェーズI ’
I

(慨念設計）18ケノI
△ △

フェーズⅡ

(蕪本設計）（18ケj1）
△ △

フェーズ、

(詳細投叶）（認ケ月）
△ △

フェーズⅣ

(建設）（12ケ月）
△ △

フェーズV

(調整）（8ケ年）
△

や｡●ｳ■申｡

△

フェーズⅥ

(迎転）

図-240MWパイロットプラントの計画
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上げ，その中のテーマの1つとして1986年度より5年

H20M$で200kWのオープンサイクルパイロットプラン

トの建設・運転を行う計画も発表している．既にある

ハワイ島の自然エネルギー研究所では，クローズドサ

イクルの伝熱管の腐食，生物汚れ対策実験と併行して

深海栄養塩利用についても民間よりプロポーザルを募

って基礎データを取得している．オープンサイクルの

基礎研究はSERI(太陽エネルギー研究所）で行われ

ている．又,800kWプラントの概念設計コスト試算な

ども検討されている．第3の流れは，前述のように本

土に直接送電する適地がないため逆に赤道直下の条件

のよい海域にプラント船を浮べ，海洋温度差エネルギ

ーを電力に変え，それをアンモニアやメタノールなど

の化学エネルギーに変えて，本土へ輸送し，化学肥料

の原料や燃料電池用などに利用しようとする考えがあ

り300MW程度の大容量プラントが想定されている．

概念設計やコスト試算の範囲にとどまっている．

3．2フランス

研究開発はフェーズA～Dに分けられている．本土

付近に適地がないため開発目標は，赤道海域に点在し

ている離島領土用電力源の確立としている．フェーズ

Aは，’78～'80に7MFの予算でなされオープンサイ

クル及びクローズドサイクル両方について概念設計検

討が行われた．’81～'82はブランクで'83～'85にフェ

ーズBが実施されている．ここでは，タヒチ島に5M

We陸上設置型半実用パイロットプラントを建設する

ための要素研究主に,サイクルの検討及び冷水取水管

の検討が行われている．それ以後の計画は確立したも

のではないがこれに引き続き，フェーズC(プラント

の建設)，フェーズD(プラントの運転）を経て,1990

年頃には，数10MW程度のプラント規模での実用化を

図りたいとしている．開発体制としては,IFREME

R(InstitutFrancaisdeRecherchepourl'Explo-

itationdelaMer.前CNEXO)がプロジェクトマ

ネージメントを行い，その下にERGOCEANという

民間のマネジメントスタッフ機構を持っている．この

ERGOCEANから2つの大きな民間グループ(CG

EとES)に研究委託を出している．サイクルの検討

ではトータルシステム化しやすいオープンサイクルに

関心が深くオープンサイクルについて小さなループを

作って実験を行っている．クローズドサイクルでは各

種の熱交換器の高性能伝達面の検討も行っている．冷

水配水管の検討に大きな力をさいており，タヒチ島の

立地点Papeete海域の詳細調査を実施したその結果
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水深80m付近から急峻な崖となっており，岩石の落下

など地形が不安定であることがわかった．5つの方式

の冷水取水管敷設法を検討し2,400m長さの逆カテナ

リー方式と1,000m長さの逆カテナリー方式との2つ

に絞った'4)．これはいずれも，この急峻な傾斜とそれ

につづく不安定な海底地形の部分では海中に取水管を

浮遊させ深海部を海底につけて取水しようとする方式

である.IFREMERの分室であるCOBでは生物汚れ

対策の基礎実験及び耐海水材料の防食実験などもすす

めている．

4．将来展望

海洋温度差エネルギーは潜在量が膨大であり，多く

の国々（国連の調査では99ケ国）によって，純粋の国

産エネルギー源となり得る可能性を有している．昼夜

別なく，エネルギー貯蔵設備を作らなくとも安定な電

力を年間を通じて取得することが出来る．又，一度建

設してしまえば，松川地熱発電所の例にみられるよう

に石油等化石燃料価格の変動をほとんど受けず，長期

安定なエネルギー源となり得る可能性を持っている．

このようにエネルギー源の社会的側面からみると，海

洋温度差発電は，かなり優秀な条件を備えているとい

えそうであるが，技術的（経済的）側面からは，一言

でいえば，高々20℃しかない全体温度差の小さいこと

と，我々にとってなじみの少ない海洋のしかも，表層

から水深1,000m以上及びその海底地形にいたるまで

を活用することに対する未経験さとが大きな障害にな

っているといえる。“ニーズあるところイノベーショ

ンあり”と云われるように，これらの障害に対する挑

戦が期待される．

経済性の検討では，システムが設置海域条件に大き

く依存するため評価が絞りにくい．海洋設置型プラン

トのコスト試算例を表2に示した15)．右端を除いて全

体平均温度差を22.4℃としているが，これはプエルト

リコ海域を想定したものである．コストの基準はパイ

ロットプラント又は，実用1号機を前提としたものと

のことである．規模に対するコスト依存性をみること

が出来，特に海洋構造体にスケール効果が大きいこと

がわかる.ただ20～30万Ⅲ程度にしないとその効果は

顕著ではない．同表右端は全体温度差が20℃とした我

が国近海域（沖縄県久米島付近）を前提とした浮遊型

3MWパイロットプラントの試算例で，民間スタディ

・グループがまとめたものである．規模が小さいため

3万kW級に較べて，約3倍の建設コストがかかること

－35－
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表2コスト試算例（海洋設置型）

①

②

③

.④

⑤

⑥

⑦

正味発電出力(MW)

*(百万ドル）

海洋構造体

冷水取水管

発電システム

送電システム

試運転・調整

敷設

設計費
△ 計**(百万ドル）[．

建設コスト（ドル/kW)

温度差を20℃とした時の

建設コスト（ドルゾkW)

発電コスト（ドル/kW)

稼動率70％

年経費率18％

学習効果後の発電コスト

（ドル/kWh)

4T=22.4℃
34.351 ． 4 9 8 ． 1 2 6 6 . 0

82.7

11.3

50.0

27.4

1.1

25.0

4．5

118.9

11．3

72．4

28．8

1．3

32．0

5．5

188.5

22.3

135.8

30．2

1．7

49．4

6．4

282.0

40.0

350.0

50．0

3．0

60.0

8．0

20152 7004342793．0

5,8755,2544,4232,983

7,343.76,567.55,528.83,728.8

0.2160.1930.1620.110

0.1510.1350.1140.077

AT=20℃
3.0

6．4

2.0

20.8

0．4
－

5.2

44.0

14,670

14,670

0.431

0.301

②欄の合計と相違するものがあるが原文のままとした＊：1982年半ばドル価値＊＊：②欄の合計

が示されている．日本近海では，全体温度差はほぼ20

℃とすることが妥当と思われる．そこで同表⑤欄に全

体温度差を20℃にまとめ直した場合の建設コストを示

した．これは，海洋温度差発電では出力が全体温度差

のほぼ自乗に比例するので，他を一定として増加比率

は1.25倍としたものである．⑥欄には，年間稼動率を

70％，年間経費率を18％とした場合の発電コスト（ド

ル/kWh)を試算した．実用期に入ると，実用1号機

にくらべ，リスクは軽減され学習効果や量産効果があ

らわれ，コスト低減に結びつく，この割合は，実用1

号機を1.0とするとプロトタイプ1.20,実用8号機で

は0.69となるという検討例がある．⑦欄に学習効果等

による低減率を0.7とした発電コストを示した．小規

模プラントでも特別な場所を選べは十分他と競合出来

特に，赤道直下では温度差も楽に22℃はとれ,稼動率

も90％以上となり発電コストは，他の発電システムと

十分競合出来る範囲に入っているといえそうである．

エネルギー技術の確立には，長期的展望に立ったし

っかりした開発思想と息の長い研究開発が不可欠であ

る．我が国の海洋温度差発電も，実験室規模の研究と

並行した実海域での要素研究やシステム研究をとり入

れ，両者の間で十分なフィードバックをかけつつ研究

開発を進めることが必要な段階に来ているものと考え

られる．
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